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　　　　　　　　　　　　　　　　　序
　今日，体育，スポーッの大衆化の課題についての，研究，論議は数多くなさ
れ様々な業績が残されている。体育・スポーツを大衆化することについての意
義認識も，東京オリンピックの惨敗の悲哀を味わった時期に端を発した，競技
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スポーツの頂点を極める為の「底辺拡大論」に始って，今日では，生涯教育構
想が論じられる中で，万人の健康と豊かな生活の為の「大衆スポーツ」　「国民
スポーツ」へと深まりを見せている。さらに，スポーツをすることを「権利」
として認識する団体まで出現して，その主旨に基づいたスポーツ運動を繰りひ
ろげている。このように体育・スポーツの大衆化の問題が真剣に討論され出し
て，十数年を経て，　「スポーッ権」という思想まで是認するに到らないにし
ろ，老若男女を問わず，　「スポーツ」することは，青年時代のみならず，人間
の全生涯を通じて必要なことであり，その主旨に沿って，体育施設，指導者，
プログラムの社会的充実を望むことについては，正当な要求として是認されて
きている。
　こうした中で，大衆化の議論は，その大衆化を，如何なる原理的（思想的）
認識の上に立ち，如何なる方法をもって展開してゆくべきなのか？　という方
向に移ってきている。世界的には，イギリスやアメリカを始めとし様々な先駆
的経験があり，昨今では，西ドイッにおけるゴールデンプランなどがその注目
を浴びている。また同様に東ドイツにおいても，国家的政策としてスポーツの
大衆化を推し進めてきた経験を持っている。そして，この大衆化の成果とし
て，スポーツ　（競技スポーツ）の高度な達成を見ている。D．　D．　R．は人口
1，700万人の国であるにもかかわらず，メキシコ・オリンピックでは，金メダル
9，銀メダル9，銅メダル7。さらに1972年のミュンヘン・オリンピックでは，
金メダル20，銀メダル23，銅メダル23，という輝やかしい成果を残している。
こうした競技成績は，単にスポーッエリートを強化するのみでは到底達成し得
ない何かが，そこに存在する。それは長期的に徹底的に体育・スポーツ社会的
振興を政策的に遂行することによって可能になると考えられる。よって，この
小論は，ドイッ民主共和国の体育・スポーッの発展を政策の流れの中から検討
し，　「国民スポーツの振興」の為の研究の一視座としてゆきたいと考えるので
ある。
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1　ドイツ民主共和国創立以前の体育・スポーツ
　1．　敗戦と政治・経済的再建
　ファシズムドイツは，第二次世界大戦の結果，崩壊した。しかし，ドイツは
米・英・仏・ソ連の四力国によって分割占領された。ポツダム協定によれば，
占領の目的は，軍事的生産施設の撤去，管理，軍国主義的ナチス的組織の解
散，司法制度の民主化，ナチス党員の公職追放，教育の改革，民主主義的政
党，労働組合の復活，言論信仰の自由の確立，とされた。そして，連合軍は当
初ドイッを統一の単位として処理する方針であった。ソ連がその占領地域内に
あるベルリンについて，四国管理を認めたのも，分割占領や，共同管理があく
までも漸定的なものと考えられたからである。しかし，この統一の方針は，ま
ずフランスによって，ついで，アメリカ，イギリスの両占領地区経済統合協定
（1946年12月末）によって破られた。
　ドイツ統一政府の母体となるべき中央行政機構は，フランスの反対によって
実現せずにいた。また，アメリカでは対ソ連前進基地としての，日本と西ドイ
ツの重工業復活の方針が唱えられ，ソ連占領地域を排除した西ドイツを分離国
家として樹立することになり，イギリスはアメリカに追随するだけであ擢。
その後，西側三国が西ドイツ・西ベルリンの通化改革とマーシャルプラン編入
を決定した。これに対してソ連は，ポッダム協定違反であり，ドイッの経済的
統一を阻害するとして抗議し，続いてベルリン封鎖を行った。ソ連は西側三国
が通貨改革を撤回してゆくことを条件としてベルリン封鎖を解除することを提
案したが，三国はこれに応じなかった。この間，西側は西ドイツ国家の樹立を
すすめた。1949年5月8日，憲法制定会議が西ドイッ連邦共和国基本法（ボン
憲法）を採択した。これに対して東では，第3回人民大会で，ドイッ民主共和
国憲法を1949年5，月30日採択した。このようにして，東・西にドイッは分裂す
ることが決定的になり1949年9月20日，ドイツ連邦共和国（Bundes　Republik
Deutschland）（以下B・RD・と略す）が成立し，次いで10月7日，ドイツ民主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）共和国（Deutschen　Demokratischen　Repulik）（以下D．　D．　R．と略す）が成立
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してゆくのである。
　1945年5月18日の敗戦後の，ソビエト占領下の東部ドイッでは，ドイッ共産
党（Kommunistische　Partei　Deutschlands）（以下KP．　D．と略す）は1945年
6月11日に綱領的アピールを発表し，反ファシズム民主主義革命の根本的課題
と当面の政策を明らかにした。それは「ヒットラー主義の根絶と共に，ドイツ
の民主主義化，すなわち1848年に始められたブルジョア民主主義的変革を完成
し，封建的残津を完全に排除し，反動的プロイセンの軍国主義を根絶せねばな
らない……・…・………・……中略…………・…・…・…ドイツの現状においては，人
民は，ソビエト制度とは別の道，すなわち反ファシズム民主主義体制，議会的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）民主主義共和国をつくる道を歩むべきである。」としている。こうして，KP．D．
は反ファシズム民主主義革命を提起しドイツ社会民主党（Sozialdemokratische
Partei　Deutschlands）（以下S．　P．　D．と略す）　と，マルクスレーニン主義に基
づいて合同し，　ドイッ社会主義統一党（Sozialistische　Einheitspartei　Deuts－
chlands）（以下S・E・D・と略す）を1946年4月に創立した。また，一方労働
者階級は1946年2且に統一的な自由ドイツ労働組合同盟（Freier　Deutscher
Gewerkschafts　Bund）を設立した。　S．　E．　D。とF。　D．　G．　B．を中心とした，反フ
ァシズム・民主主義ブロックを形成し，それ以後，東ドイツにおいては指導的
役割を果すようになってゆく。ソ連の軍事管理機関の占領下という特殊な状態
の許ではあったが，東部ドイッにおける最初の「国家権力」を形成してゆく。
このようにして，平和的に，ソビエトの保護のもとで若干の限定的な側面をも
ちつつも，党と労働組合とがその国の政策決定の主体となり，国内再建策を数
々と提示してゆく。教育・スポーツ活動もその指導の中で展開されてゆくので
ある。
　2．　スポーツ組織の再建
　スポーツの分野でも，ファシズムドイツの崩壊の後，ポツダム宣言，ならび
にそれに続く，諸命令によって，ファシスティクな体育組織は解散ざせられ
た。そして，早くも1945年夏以後，労働者スポーツ団体のメンバーであった人
達や，反ファシズム青年団の若者らによって，いかに新らしい自主独立の民主
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主義的体育組織を作るのか？　という事柄を検討し出した。そして，その新ら
しい体育組織の精神的中核は①反軍国主義であること。②反ファシズムである
　　　　　　　　　　　　　　　（4）こと。この二点について確認しあった。こうした。戦争直後という困難な時代
ではあったものの，青年たちのスポーツをする喜びを見い出し，実行しようと
する者の数は少なくなかった。これらの青年達は，反ファシズム青年団や地方
自治体の職員らの世話で，その施設，器材の少なさという困難にもめげず，ス
ポーツ活動を続けた。こうした中で，スポーツ競技会も制限が緩和され，再開
されてゆくのである。1946年の8月16日～18日には，早くも，ライプチヒで第
1回スポーツ祭典が開催された。また1948年の初期にサッカーとハンドボール
の選手権大会も開かれた。
　前に述べたアンチファシズム的民主主義的体育組織再建についての論議は
1948年5月の自由ドイツ青年団（Freier　Deutsche　Jugend）（以下F．　D．　J．と略
す）のスポーッ再建要領の作成をもって一段落する。その再建要領の上に立っ
て，自由ドイツ労働組合同盟（Freier　Deutscher　Gewerkschafts　Bund）（以下
F．D．　G．　B。と略す）やF。　D．　J．が1948年8月に紹集され，郡・市スポーツ委員
会を作ることを決定し，その基礎の上に立って1948年10月1日にベルリンにお
いてドイツスポーツ委員会（Deutsche　SportausschuB）が創立された。この
ドイツスポーツ委員会が大衆的・民主的スポーツ組織として機能するのであ
る。ドイツスポーツ委員会は，ただちに「民主的スポーツ運動の原則」を発表
し，そのスポーツ運動の目標を「ドイッ国民の身体的・精神的・倫理的向上」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）や「軍国主義とファシズムに対して戦い，正義と自由の統一ドイツを作る」と
し，その上に立って「国民的スポーツを社会全般に普及すること」を決定し
た。そしてこのスポーツ委員会は，初めてスポーツ大会を主催し，18種目にわ
たる，地域選手権を開催した。また，これと並行して1948年に労働者の為に，
労働者スポーツ協同体（Betriebs　sport　gemeinschaft）が結成された。こうし
て，国民の為のスポーツ運動のバックボーンが形成され，労働者階級のスポー”一’
ツ運動にはたす役割が明確にされていった。この労働者スポーッ協同体によつ
て，郡や市・区における，スポーツ活動に参加する入々を増大させていった。
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1949年秋には16万人のメンバーと800の労働者スポーツ協同体が組織された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）この数は当時の全労働組合数の1／3以上に相当するものであった。そして，ま
た，青年層にもスポーツ活動の核を作る必要性が認識され，1949年3月に設立
された，F．D．　J・は，その結成以前から，反ファシズム的，民主主義的体育組
織のあり方にっいて論議してきたという歴史的役割の上に立って，1949年6月
の第1回大会で，スポーツ活動の推進を決定した。そして，F．　D．　J．はその後
の青年のスポーツ運動の中心的機関となってゆくのである。
　3．　学校教育制度の改革
　敗戦後の学校教育制度の改革は1945年6月11日にK．P．　D．によって出され
た。布告によって「統一的学校制度と知育・徳育・体育の総合的教育」の必要
性が述べられた。また，K．　P．　D．とS．　P．　D．は共同で「民主的学校改革」につ
いてというアピールを出した。その中で「ナチズム・軍国主義の根絶，恒久平
和の確保，ドイツの民主主義的改革は，ドイツの学校の根本的改革，学校制度
の全面的民主化なしには考えられない」とし，　「（1〕青年を戦闘的民主主義の精
神で教育すること。②教育・行政の入々からナチス的及び軍国主義的な諸要素
を除去すること。（3）すべての子弟に対する統一的学校制度の創造。（4眠族の民
主的統一を促進し，固めること。教会と学校との分離の確立。（5）授業は公立学
校制度の任務である。〔6眠主主義的教育者の創出。（7）教育プランの根本的改造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）と新しい教科書の作成。（8）全大学制度の新構成」と主張している。このアピー
ルを受けて，各州で「学校民主化法」が決定されていった。そしてこのアピー
ルはすべての勤労者の子弟に学校教育を受ける権利を与えることを認知したも
のとして，意義深いものがある。また，このK．P．D．とS．P．D．のアピール
は「体育教育」にも言及し，　「若者の知的・道徳的・身体的能力を拡げ，調和
した学校システムを創造する中で重要な位置を持つ」とし，　「体育は，国民建
設の為の教育行政の原則や指導要領の中に，ジムナスティクという名前のもと
　　　　　　　（8）に位置づけられる」と訴えている。しかし，敗戦直後という社会的混乱の為
に，このアピールの完全実施の為には，各々の学校では，かなりの労を煩わさ
れた。しかし，学校における身体教育と市民のスポv－一一ッをする歓びを，ファシ
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ズム勢力の影響を遮断し，徹底的に新しい教育の内容と方法を形成することに
全力を注ぐことに，当面の努力を重ねた。こうしてこの体育科教育に対する
K．P．　D．とS．　P，　D．のアピールも徐々に侵透してゆき，1946年7月に各州で決
定された「学校民主化法」で実定法上の担保をもち，その内実を東部ドイツ各
地に普及させてゆくのである
皿　ドイツ民主共和国創立と体育・スポーツの発展
　L　ドイツ民主共和国の政治・経済体制の確立
　1945年～1948年の問，東ドイツでは，S．　E．　D．とF。　D．　G．　B．を中核とし「自
からの力で創り出す」という，闘争スローガンを掲げ，生産性を向上させ，
1948年2月にドイツ経済委員会を設立させた。このドイツ経済委員会は，長期
経済計画を企画し，入民所有経営を成立させた。この事は，言い変えれば，反
ファシズム民主主義革命によって「資本主義的生産関係と生産力の性格の矛
盾」が解決され始め「資本主義から社会主義へ移行し」　「社会主義の諸経済法
則」が作用し始めた，時期であるとも言えるのである。
　こうして，東ドイツは，反ファシズム民主主義革命の段階を遂行し，1949年
10月7日のD．D．R．の創立により，その第二段階の社会主義革命の段階に発
展し，社会主義社会を建設するに到るのである。以後の発展については，　「ド
イツ労働者運動史」第7巻第8巻では次のように分類している。工　1949年
一→1955年の時期。D・D・Rの創立，労働者農民権力の強化。社会主義社会の
基礎の建設。E　1956年一→1961年末。社会主義的生産関係の勝利の時期。皿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）1961年末以後一→社会主義の総合的建設への移行。そして，体育・スポーツの
発展の歴史も，この二つの歴史の節と相応して発展してきている。
　D・D・R・の創立までの時期はS．E．　D．やF．・D．　G．　B．や地方管理機関，中央
管理機関の諸機能が，ソビエト軍事管理機関に限定されるという，中央政治権
力としては不昧さを残していた。しかし，このD．D．R．の建設において，そ
の最高の中央権力は，ドイツの労働者階級によって握られ，その国の労働者階
級は，国の経済的・政治的・文化的発展に対する責任を担うようになった。し
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かしその国家権力の内実は「民主ドイツ民族戦線」によって把握されていた。
この「民主ドイツ民族戦線」の構成はS．E．　D．の単独指導ではなく，　S．　E．　D．を
はじめ，キリスト教民主同盟ら，5政党のブロックにおいて形成されていた。
そして，諸政策もこの「民主ドイッ民族戦線」によって決定されていった。そう
した歴史的経験の蓄積の上に立ち，D．　D．　R．の建国に伴って「入民民主主義的
国家権力」を発展させ，労働者階級の国家的地位を強化し，勤労農民および他
の諸階層との同盟を強め，全勤労者の積極的協力を発展させていった。しかし，
その社会的関係の基礎的視座になる生産関係は充分に，社会主義的内容を保持
していなかった。1950年の社会的総生産物における各所有形態の割合は，社会
主義的セクターは61．8％（そのうち人民所有は56．3％，協同組合は5．5％），私
的セクターは38．2％であった。そのうち工業生産におけるその割合は，社会主
義的セクターは70．7％（そのうち人民所有は69％，協同組合は1．7％）私的所
　　　　　　　　　　　　（10）有セクターは29．3％であった。こうした生産関係をみてもD．D．R。のまさに社
会主義社会への移行期であることが計り知ることが出来る。しかし，戦前の独
占資本は解体され，ユンカー及び大土地所有者を「民主主義的土地改革」によ
って削減していた。このようにして，国家の中央権力は漸次・労働者・農民階
級に掌握され，政治的経済的・文化的諸政策の実施に責任を負うに到るのであ
る。その中で，社会的現実的要求として，将来のD．D．・R．の建設の負い手とし
ての青少年の教育についての要求は強いものがあった。それは，現代科学技術
に相応した，高い教育水準の達成への要求であり，また，旧来の教育制度の改
革と，青少年の全面的発達と学校の総合技術教育が，将来の国家建設において
不可分であると認識されたから，学校教育の発展には，強い労働者階級の側か
らの要求があった。
　2．体育・スポーツの政策の展開
　D．D．R．の建国によって労働者階級を中心とする国家が設立され，その国家
建設の為に青少年の教育に重要な意義を察知していた政府は，青少年の育成の
為に必要欠くべからざる側面としての体育・スポーツ教育に着目すると同時
に，人間の全面発達が，社会主義社会建設の為の教育の礎となることを認識
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し，スポーッをその青少年の権利として捉えて，1950年2月8日にr青少年法』
（Jugend　gesetz；Gesetz　uber　die　Teilnahme　der　Jugend　am　Aufbau　der
D．D．　R．　und　die　F6rdernng　der　Jugend　in　Schule　und　Beruf，　bei　Sport　und
　　　　　　　　　　　　　（11）Erholung　vom　8．　Februar　1950）を発布した。この法律は国家がスポーツを
「権利」として保障した最初のそれであると言える。それは，取りも直さず，
民主主義的な人間の発達への権利の認識，すなわちD．D．R．の青少年に対する
ヒューマニスティックな配慮を示した法律の一っとして意義があり，後に制
定される，憲法におけるスポーッの権利の保障の先駆的役割を果すものであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・（12）る。そして，D．D．R．政府は続々と民主的スポーツ運動を展開してゆくのであ
る。その一つは，ドイッスポーツ委員会の再組織の決定である（1950年）。い
ま一つは，B．　S。　G。をより柔軟でより大きな組織へ改組し，より一層大きな労
働組合スポーッ同盟を形成する方針を立てたことである。それはこのB．S．G．
組合員を100万人にしようとする計画である。この運動に呼応して，1950年8
月30日～9月3日にかけて開かれた第3回F．D．　G・B．総会は「職場スポーツ
を促進する為の重点と方法」にっいて決議をして，この運動の発展の為に努力
を払った。1951年8月までに時期を設定し，各地でスポーツ団体の組合員獲得
の為の大運動を展開した。そして，この運動で26万8，000入の新らたな組合員
　　　　（13）
を獲得した。また一方では，このスポーッ愛好者を指導する為の優秀なスタッ
フの養成の必要性を察知すると同時に，体育・スポーツの科学的研究のより一
層の深化発展の為にライプチヒにドイツ体育大学（Deutsche　Hochschule　fif「
K6rperkultur）（以後D．　H．　f．　K．と略す）が1950年10．月22日に設立され，また，
科学評議会（Wissenschaftlichen　Rates）が1951年3月20日に形成された。
　さらに，1951年3月17日のS．E．　D．の中央委員会では「体育とスポーツの分
野における課題」を発表し，今後の体育とスポーツの発展の方向性を探索し，
その指導性を示した。そして，その上1952年7月24日には，7月9日～12日に
開かれた第2回S．E．　D．中央党会議において「社会主義の基礎の計画的建設」
が決定されたのを受けて，M．エドワルド議長のもとでの内閣評議会で「国家
体育スポーッ委員会」（Staatliches　Kommitee　fttr　K6Perkultur　und　SPort）が
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　　　　kitノ設立された。また各，郡，市区にもその委員会の下部組織を作り上げて行っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）た。そして，その後やや遅れて閣議は「スポーツとテクニックの為の団体」を
創設し，国民のあらゆるスポーツの能力の高まりを希求した。さらに1954年に
はスポーツクラブの為のトレイニング要綱が決定され，国民の中ヘスポーッは
拡がり，その運動能力は注目すべき勢いで高まっていった。
　また，それと同時に，国家体育・スポーツ委員会の指導の許で，体育・スポ
ーツの科学的研究の社会主義的修正，改良，発展の為のパースペチティブを論
じ，そのプランを立てた。このような①国家的，とくに内閣の閣議の直接指導
の下で，国民の体育・スポーッの発展の為の政策決定，②国家体育・スポーツ
委員会の国民的レベルの体育・スポーツ促進の実践，③その実践上の問題を分
析し新たな政策への研究，その研究体制の確立という，三位一体の運動によっ
て，D．　D．　R．の国民的体育・スポーツの充実，発展を支えているのである。し
かし，この三位一体の運動も政策決定ほど，充分に軌道に乗り切れずに，国民
スポーツの飛躍的発展のテンポは高まりきれなかった。
　ここで1954年8月11日～12日にライプチヒで第1回ドイツ体育・スポーツ祭
典を開催し，大デレゲイションを展開した。と同時に社会主義社会建設の為に
は，より一層の体育・スポーツの発展が必要であるとして，同じライプチヒに
おいて「スポーツ会議」を開き，「国家スポーツ計画」（Nationales　Sportprog・
ramm）を決議した。この会議の中では，　ドイツの体育・スポーツのより良い
伝統を受け継ぎ，それをより洗錬し，国民により一層拡大できるような政策に
ついて検討された。そして，更に，1955年11月25日～27日の間カールマルクス
市に再度「スポーツ会議」を招集し今後の，社会主義社会の中で，体育は，将
来如何に偉大な能力や業績を発揮出来るのかを論議しあい，また新たな決議を
ここで提案するのである。
　青少年の学校における体育・スポーツの分野においても，この時期は充実す
るのである。まず，青少年の体育・スポーツの課題については，先の1950年2
月に発布された「青少年法」に端を発し，その充実発展を期するのである。ま
ず，高等学校と専門学校において，1951年に，体育を必修教育科目とした。さ
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らに，1950年3月30日に国民教育省によって決定された，　「体育を義務教育に
導入する為の規定」を受けて，ドイッ教育中央研究所（Deutsches　Padagogi・
sches　Zentralinstitut）（以下略してD．　P．　Z．1．とす）は，教育科目の種類と教
材について研究し，新らしい社会的発展にみあった内容を持つ，新らしい，義
務的な指導要領を作成した。そしーて1953年には4つの幼年と少年のスポーツ学
校が開始され，職業学校においても，他の教科と同様に，　「体育」は必修科目
　　　　　　　　　　　　（16）として位置づけられていった。また同年4月30日には，内閣評議会は「一般教
育学校における生徒の身体教育にっいて」を発表し，学校における体育の充実
を期待した。このようにして，学校における体育教育は幼稚園から大学までの
一貫した教育システムが完了してゆくのである。
皿　ドイツ・トウルン・スポーツ連盟の設立
　1．　D・　T・S・B・による国民スポーツの発展と学校教育（体育）の確立
　1956年は，D．D．R．にとって，新しい発展の年である。第2期5力年計画の
開始の年であり，この61年までの時期は「社会主義的生産関係の勝利のための
闘い」の5年間として，特徴づけられている。これは，西独のNATO加盟に
より，資本主義的西ドイツに対する対抗として，D．　D．　R．の社会主義的経済体
制の優越性を明白にする課題が立てられたからである。1956年3月に開かれた
S．E．　D．の第3回党会議と1958年7月第5回党大会の各々の決定がその発展へ
の基本方針を確立したのである。この時期において，　「社会主義的生産関係の
勝利」のためには，取りも直さず「社会主義的入間」の必要性が生じてきた。
1958年7月の第5回党大会では「社会主義的道徳」について明らかにされた。
そして，青年には，新たな来るべき社会にむけて「社会主義的人間」形成の為
の準備（教育）をさせた。
　1955年11月にカールマルクス市で行なわれた「スポーッ会議」においては，
従来行なわれてきた学校教育における，体育の不十分な現実についての問題に
対する反省をした。その結果，内閣評議会をして，より一層の体育‘スポーツ
の発展をさせるための決議を発表せしめた。この1956年2月9日に発表され
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た決議は1950年の「青少年法」以来，数年間にわたって堅持してきた，体育の
重要性を，さらに価値ある確固不動なものとして確認した重要な国家的文書で
あった。さらに西独のNATO加入などで緊張を覚える，　D．　D．　R．では，1956
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）年4月28日に，国家体育・スポーツ委員会は「祖国の労働と防衛の準備」のス
ポーツ体力章検定制度導入を発表した。この体力章検定は1954年に発表され
た，トレイニング要綱の普及度を計り，将来の社会主義社会建設の為の身体的
準備，また祖国の防衛の為の強靱な体の発達を促す為の役割を果していった。
　こうした中で1957年2月に開かれた。国家体育・スポーツ委員会では，　「広
範な，すべての生活領域における社会主義的民主主義の発展」というS．E．D．
の第3回党会議の決定に立脚し，その目標を堅持する為に，スポーツ運動の活
動と内容の改善について検討し，ドイツ・トウルン・スポーッ連盟（Deutsche
Turn・und　Sportbund）（以下D．　T．　S．　B．と略す）の創立について提案をし，
　　　　　　　　　（18）満場一致で可決された。このD．　T．　S．　B．は従来のB．　S．　G．の行なってきた運
動を基礎に，F．　D．　J．のスポーツ活動などの実績をふまえ，　D．　D．　R国内のス
ポーツ組織を統一して出来上るものである。そしてこのD．T．　S．　B，は1957年
4月27日～28日にベルリンにて結成された。このD．T．　S．　B．は4っのスロー
ガンを掲げた。①規則的なスポーツ練習で健康を！　②スポーツや遊戯や旅行
で生活を楽しもう！　③我々の心臓も，我々の手も，D．　D．　R．の全面的強化の
　　　　　　　　　　　　　　（19）為に！　④自由と社会主義の為に！
　さらにS．E．　D．は第5回党会議（1958年7月）の決定により，社会主義的文
化革命を促進することが全国的に提起され，体育・スポーツの場においても，
新しい質の高い思想的認識がスポーツに対してもなされた。この思想的高まり
とは，スポーツを万人の権利として認識し，日常生活の中において欠くことの
出来ない文化としてスポーツを位置づけようとする試みのことである。誰で
も，どこでも，いつでも，さあスポーツを！　という標語が叫ばれ，大衆化の
思想がスポーツ運動の中心的課題となり，このスポーツ大衆化運動は国民的大
　　　　　　　　　　　　　　　　（20）運動となり社会全般に拡がっていった。この新しい大衆化の課題達成の為には
「社会主義的人間」像を確立すること，すなわち，スポーッが人間にとってど
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んな意味を持っているのかを問うと言うことが必要であった。こうした過程の
中から新しい道徳の決定と思想的変革と古い慣行からの脱皮が行なわれ，新し
いスポーツ運動の方法が導き出されていった。
　その運動の方法とは，まず第一に，スポーツ施設は住民の手の届くところに
建設されるべきであるとした。次にはスポーッ研究者は，住民の持つ要求を受
け入れるような方向で研究を進める，つまり，住民の持つ，スポーツに対する
現実的要求との緊張関係の中から，自からの研究テーマを設定するということ
である。こうした運動の結果，第2回ドイツ体育スポーツデーを開催したり，
D．T．　S．　B．にスポーッの日常化の為のプログラムを作成させたり，また新しい
条例を作らせたりしたのである。さらにその上に，D．T．S．　B．はこの大衆的
スポーッの発展の課題をさらに重視し，スポーッの施設，プログラムの未完の
場所を次々と消滅させ，スポーッ地図の白い部分を次々と塗りつぶしていっ
（21）
た。」
　また1960年には，ほとんどの地方自治体において，「子供スポーツ会議」
（KindersPort－konferenzen）を形成した。その，子供スポーッ会議はカナヅチ
の追放という困難な仕事を担い，新しい教案，教科課程，休暇コース，週末コ
ースなどを利用して着々と成果を上げていった。これら子供達のスポーツの充
実は未来を担う「社会主義的人間」として，全面的にたくましく発達するとい
う課題に有効に答えるものであった。こうしたスポーツの国民的拡がり，それ
に必要な組織・施設・プログラム・指導者の充実を支えるものとして，社会主
義的生産関係の勝利，いいかえれば，スポーツ活動を楽しむだけの生活基盤の
確立と生活の豊かさという条件がこの時代には切り開かれてきたのである。
　そして，S．E．D．は第6回党会議を1963年1月15日～21日に開き，体育の新
しいプログラムが決定され，次のように述べている「社会主義のよりよい建設
は，すべてに，すなわち，知性的に，道徳的に，そして身体的に発達した入間
を必要とする。労働者階級の党は，スポーッの固有な発展を促進し，広範で大
きな関心を払い，そして社会的活動としてのスポーツは，社会的なすばらしい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）属性と秀いでた行動を促進すると同時に，不可避的に健康をも促進する。」
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　こうして，体育とスポーツは新しい時代にむけて飛躍してゆこうとするので
ある。そして，第6回党会議の新しいプログラムの決定を経て，1963年9月21
日にS．E．　D．中央委員会，政治局から　「青少年コミュニケ」（Kommuniqu6，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）“Der　Jugend　Vertrauen　und　Verantwortung”）が出された。これは新しい
時代に生きる青少年の身体的発達の必要性と意義について論じているものであ
る。そして1964年5月4日には，青少年におけるスポーツの重要さをさらに強
調し，その入間の全面的発達との関連について論じ，将来の社会建設の担い手
としての青少年の教育のあり方について述べ，さらに，その為のスポー・・ッの制
度と組織について定めた「青少年法』（Jugendgesetz　der　DDR　von　1964）が
　　　（24）発布された。こうして社会主義的国民スポーツの幅広い発展は，実定法上の担
保を持ち，確実に前進してゆくのである。
　活発なスポーツ活動が全国，津々浦々まで普及し，喜びに満ちた休暇を形成
する文化として，健康を守る手段として，スポーツは発展してゆくのである。
一般住民の啓蒙活動も栄んに行なわれ，この活動はスポーツ運動の発展の本質
的役割の認識をさらに深めさせた。こうしたスポーッ活動の集約点として「国
民スポーッデー」が存在した。その上，D．T．　S．　B．の連盟員は1963年末で180
万人となり，国民総数の10．5％に達した。また，14～18才までの青少年層の38
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）°／e，6～10才の子供達の19％がD・T．S．　B．の連盟員であった。また，こうし
た中で1963年8月1日～4日において開催された第4回ドイツスポーツ祭典は
社会主義的スポーツ運動の成果を内外に広く示したものであった。「青少年法」
と「コミュニケ」に指摘された，青少年体育の発展については，数千のスポー
ツ指導者の尽力加担，国家体育・スポーツ委員会の子供と青年スポーツ会議，
D．T．　S．　B．の幹事会の決定，1963年8月のスパルタキアードの開始などが相乗
して効果を発揮し，子供と青年の中へもスポーッが進展していった。
　また，学校体育も新たな発展をとげるのである。1963年11月28日～29日カー
ルマルクス市において開催された国家体育・スポーツ委員会は，教育組織の社
会主義的改革を提案した。それは新しい科学的教授法の導入の提案であった。
これは以前からの長い科学的調査の結果出された提案であった為長い討論の末
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了承された。この結果，国民教育省を通じ文書となり，体育科の内容と方法は
根本的に変革されていった。その上，1965年2月25日には若者の世代の体育教
育とスポーッの発展と統一的社会主義的教育についての法律が発布された。そ
の法律の内容は中学と高校におけるスポーツ技術の獲得の基礎的な目標を設置
し，それと同様に，さらに上級の学校や他の職業学校等における体育科にかせ
られた課題と要点を決定し，新たな「指導要領」を形造るものとなった。
　さらに，スポーツ科学も，単に科学的方法論上の問題や，特別なスポーツ技
術の問題のみの研究ではなく，広く社会全体を建設するという目的に如何に，
スポーツや体育が寄与できるのかという哲学的思想的裏づけを持った研究態度
が追求された。そうした研究の中から「身体文化」という概念を導き出し，そ
れは「身体の形成，すなわち人間の完成化に奉仕するため，ひとつの社会形態
において与えられた目標，課題手段，形成，規範のすべての総体」であると
した。この概念は，スポーッとか体育とか，トレイニング，保健といったよう
に混在した概念を整理し，諸現象が共通な社会は機能を持ち，労働という物を
つくり出す人間の営みと「身体文化」の関係を明らかにし，労働に必要な精神
的身体的能力を培うとともに，余暇においては文化活動として人間の人格をき
ずき上る作用をもつものである」としている。この「身体文化」の概念こそ，
戦後，二十数年にわたって，体育・スポーッの発展を試行錯誤しながらも，国
民にとってスポーツとは何であるのかを問い続け，スポーツ政策を展開してき
た，D．　D．R．の体育・スポーッの結晶であるとも言えるのである。ともあれ，
体育・スポーツの発展を社会全体の発展との関係で把握し，社会レベルでの政
策としてその発展が期されてきたところにこの国の特徴が伺えるのである。
N　憲法と体育・スポーツ
　このようにしてこれまで，D．　D．　R．の体育スポーツの歴史を概観してきたわ
けであるが，この国の体育・スポーツの普及，発展には大きな特徴が伺える。
それは，D．　T．　S．　B．やB．　S．　G．を中心としたスポーツ運動の展開・実践をする
部門の充実はいうまでもないことであるが，その実践を援助し，指導する，
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S．E。　D．＝内閣＝国家体育・スポーツ委員会の役割である。この国家的な強力
な「政策」的裏打ちによって，公的に体育・スポーツを国民に保障してゆくの
である。それは取りも直さずD．T．S．B．やB．S．G．の実践的な部門との緊密
な連絡や意見交換，いわゆる民主集中制度をふまえた，国民のスポーツ要求
と，将来の国民建設ひいては国家建設における体育・スポーッの果すべき役割
・位置というものに対する，科学的な鋭い洞察との止揚の中から決定された
「政策」である。これらの政策は，S．　E．　D．の1950年1．月17日の決定や1950年
2月8日の「青少年法」などに端を発し，幾多のS．E．　D．の提案，国家体育ス
ポーツ委員会や内閣評議会の決定や「青少年法」やコミュニケなどに具現して
いる。そうした歴史的蓄積の上に立って1968年4月に制定された新しい憲法＝
社会主義憲法に，体育・スポーツの意義と役割を明文化し，それを国民の権利
の一っとしているのである。憲法は承知の如くその国における最高の法律であ
り，政治は，その憲法に則って行なわれなければならない重要な意味をもつも
のである。この憲法によって20数年間のD．D．　R．の国民スポーツ運動とその
政策を集大成したと言える。
　そして，憲法は，体育・スポーツについて様々な表現でこの権利について文
章化している。第一編「社会主義的な社会秩序・国家秩序の基礎」の第二章
「経済的基礎，科学，教育，文化」の中で，第十八条は文化について「（1｝社会
主義的民族文化は社会主義社会の基礎に属する。D．　D．　R．は，平和，人道主
義，および社会主義的入間共同体の発展に奉仕する社会主義的文化を促進し保
護する。……中略……社会主義社会は，勤労者の文化的生活を促進し，民族的
文化遺産および世界文化の総ての人道主義的価値を育成し，社会主義的文化を
全人民の事柄として発展させる。」とし同じ第三項に，（3）社会主義的文化の要
　　　　　　　　■　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　の　　　コ　　　　　　　　　　　　
素としての体育・スポーツ，旅行は市民の全面的な肉体および精神的な発展に
奉仕する。」と述べ，体育・スポーツを文化の一要素として明確に規定してい
る。そして第二編「社会主義社会における市民と団体」の第一章は「市民の基
本権利と基本義務を規定し，その第二条三項に（3）総ての市民は，文化生活に参
加する権利をもつ。この権利は，科学技術革命および精神的要求の向上という
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諸条件の下で，増大する意義を獲得する。社会主義的人格の完全な形成のため
に，文化的な関心および欲望の増大する充足のために，文化生活，体育および
スポーツへの市民の参加が，国家および社会によって促進される。」とし，文
化生活に参加する権利の大きなファクターとして体育スポーッは認識されてい
る。また，続いて第三四条では「（1）D．D．R．の各市民は，休暇と休養の権利を
　（26）
もつ。」とし，文化としての体育・スポーツの楽しさを味わう客観的・根本的
基礎である，市民の「余暇時聞の獲得」を保証している。その次の第三五条は
「（1）D．D．　R．の各市民は，その健康および労働力の保護を求める権利をもつ。
（2にの権利は，労働生活条件の計画的改善，人民の健康の育成，全般的な社会
政策，体育・学校スポーツと人民スポーツ，旅行の促進によって保証される。」
と規定し，体育・スポーツが，社会政策のとりわけ，健康的生活の保証の為の
重要なプログラムとして認識され，さらにその実行を次のように考えている。
第四四条㈲労働組合は，その諸組織および諸機関の活動への提案により，以下
のことに，主導的に参加する。すなわち……中略……労働，生活諸条件，健康
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）と労働の保護，労働文化，勤労者の文化的生活およびスポーツ生活の発展に。」
として労働組合の主導的役割を論じている。かように，体育・スポーツを文化
として位置づけ，その入民の文化生活の重要な位置にスポーツ生活を置き，休
暇・休養の権利を与える中で，人民のスポーツの参加の時間的保証をし，健康
増進の為にもスポーツの意義を認識するのである。このように体育・スポーツ
の意義と役割を明確にし，政策的に保証しようとするこの「憲法体制」は世界
でも最初のものと言える。このような国民生活の根底を規定しようとする「憲
法」の中に体育・スポーッを人民の権利として位置づけることによって，ます
ます，国家的プログラムとして，体育・スポーツの振興は前進するのである。
結
?
　いままで四章にわたって概観してきたように，D．D．R．の体育・スポーツの
発展は，ボランタリーな個人や集団の手によるものではなく，国家ないしは社
会レペルで体育・スポーツの人間にとっての意義を認識し，それを政策化し，
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国家・社会的に政策として遂行する中で，計画的，組織的に発展してきたとい
える。
D．D．　R．建国時の経済的に困難な時期においても，将来のD。D．　R．国家建設
にとって，青少年の全面発達は欠くべからざる重大事であることを認識し，
「青少年法」を決定し，その青少年の教育に適進した。体育・スポーツにもそ
の教育の重大な要素を担わし，政策的にその充実発展を保証した。また，スポ
ーツを，勤労者の健康の問題や，文化生活の一部として，認識する中で，国民
レペルのスポーツの普及を計った。これらの事は体育・スポーツは，単に個人
の趣味や嗜好といったレベルにおし止めずに，万人の為の，文化的にも，全面
的な発達の為にも欠くべからざるものとして認識されている。これらの認識の
上に立ち，国家レベルの政策，法律，政党の提案，援助などにより「入間の権
利としてのスポーツ」を普及発展させてゆくのであり，その頂点を「憲法」に
よるその権利の明文化として見ることが出来るのである。そして頂点にある憲
法のイデオロギーをD．T．S．　B．やB・S．　G，　F・D．J．といった大衆団体の実践
により，各地方各市町村，各労働組合といった，角々にまで網羅されたスポー
ツクラブ等を中心とした，組織がフルに可動して具体化してゆくのである。こ
こに国民は，真にスポーッを行う楽しさを味わい，かつそのスポーツ活動を通
じて健康に生き，明日のD．D．　R．国家の発展の為に努力してゆくのである。
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